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新 旧 備考 

貿易一般保険包括保険（機械設備・鉄道車両・船
舶：特定２年未満案件）手続細則 

 

平成13年４月１日 01-制度-00024

沿革 平成13年９月21日 一部改正

平成14年４月17日 一部改正

平成14年９月17日 一部改正

平成14年10月25日 一部改正

平成15年３月12日 一部改正

平成16年４月１日 一部改正

平成16年９月28日 一部改正

平成16年10月18日 一部改正

平成17年３月29日 一部改正

平成17年９月16日 一部改正

平成18年９月21日 一部改正

平成18年11月29日 一部改正

平成19年３月14日 一部改正

平成19年９月21日 一部改正

平成20年３月21日 一部改正

平成20年９月19日 一部改正

平成21年９月29日 一部改正

 

貿易一般保険包括保険（機械設備）特約書、貿易一般保険包括保

険（鉄道車両）特約書及び貿易一般保険包括保険（船舶）特約書（以

下「貿易一般保険包括保険（設備財）特約書」という。）の対象と

なる輸出契約等のうち、別表１に定める輸出契約等に該当するもの

（以下「特定２年未満案件」という。）に係る手続については、次

に定めるところによる。 

貿易一般保険包括保険（機械設備・鉄道車両・船
舶：特定２年未満案件）手続細則 

 

平成13年４月１日 01-制度-00024

沿革 平成13年９月21日 一部改正

平成14年４月17日 一部改正

平成14年９月17日 一部改正

平成14年10月25日 一部改正

平成15年３月12日 一部改正

平成16年４月１日 一部改正

平成16年９月28日 一部改正

平成16年10月18日 一部改正

平成17年３月29日 一部改正

平成17年９月16日 一部改正

平成18年９月21日 一部改正

平成18年11月29日 一部改正

平成19年３月14日 一部改正

平成19年９月21日 一部改正

平成20年３月21日 一部改正

平成20年９月19日 一部改正

 

貿易一般保険包括保険（機械設備）特約書、貿易一般保険包括保

険（鉄道車両）特約書及び貿易一般保険包括保険（船舶）特約書（以

下「貿易一般保険包括保険（設備財）特約書」という。）の対象と

なる輸出契約等のうち、別表１に定める輸出契約等に該当するもの

（以下「特定２年未満案件」という。）に係る手続については、次

に定めるところによる。 
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第１条～第 13 条 （略） 

 

 

（入金の通知） 

第 14 条 被保険者は、危険発生通知書又は損失発生通知書を提出

した後、保険金の支払を請求する以前に回収した金額があるとき

は、約款第 19 条の規定に基づき当該金額の入金のあった日から

１月以内かつ保険金請求まで（保険金の請求時を含む。）に、別

紙様式第７－１による貿易一般保険（船積前）入金通知書又は別

紙様式第７－２による貿易一般保険（船積後）入金通知書を本店

等に提出するものとする。ただし、日本貿易保険が当該入金を証

する書類の提出を求めたときは、被保険者は遅滞なく提出するも

のとする。  

 

 

 

 

 

 

第 15 条～第 28 条 （略） 

 

    

附 則 

  この改正は、平成21年１０月１日から実施する。 

 

別表１ （略） 

別表２ （略） 

 

 

 

 

 

第１条～第 13 条 （略） 

 

 

（入金の通知） 

第 14 条 被保険者は、危険発生通知書又は損失発生通知書を提出

した後、保険金の支払を請求する以前に回収した金額があるとき

は、約款第 19 条の規定に基づき当該金額の入金のあった日から

１月以内かつ保険金請求まで（保険金の請求時を含む。）に、別

紙様式第７－１による貿易一般保険（船積前）入金通知書又は別

紙様式第７－２による貿易一般保険（船積後）入金通知書を本店

等に提出するものとする。ただし、日本貿易保険が当該入金を証

する書類の提出を求めたときは、被保険者は遅滞なく提出するも

のとする。  

２ 国際約束に基づき商業上の債務の繰延が行われている債権に

該当する場合にあっては、危険発生通知書又は損失発生通知書提

出以前の入金についても当該通知提出時に前項の規定に準じて

入金通知書を本店等に提出するものとする。 

 

 

第15条～第28条 （略） 

 

 

 

 

別表１ （略） 

別表２ （略） 
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質権・譲渡担保設定者（被保険者） 代表質権者・譲渡担保権者
住所　　　 住所　　　
氏名     　　　     　　　　　　　　　　　　印

 注：代表質権者・譲渡担保権者以外の質権者・譲渡担保権者は添付資料中に記載して下さい。

※は、申請書提出時点に「請求する」か「しない」かが決定していない場合は、右の項目を取消線で消して下さい。

質権者・譲渡担保権者による保険金全額の請求※ 請求する　・　請求しない

条件

独立行政法人日本貿易保険

承諾しません。

申請のとおり承諾します。
上記の貿易一般保険質権等設定承諾申請は、 次の条件を付して承諾します。

　　年　　月　　日

 （連絡先）

承　諾　証

備 考

質 権 等 設 定 の 内 容別添資料のとおり。
質 権 等 の 目 的 保険の目的　・　保険金請求権
質 権 ・ 譲 渡 担 保 権 の 別 質権　・　譲渡担保権
保 険 契 約 締 結 日 年　　　月　　　日

記

保 険 証 券 番 号

氏名　　　　　  　　　　　　　 　　　　　　　印

   貿易一般保険包括保険（機械設備・鉄道車両・船舶：特定２年未満案件）手続細則第９条第１項の規定に基づ

独立行政法人日本貿易保険　御中

貿易一般保険質権等設定承諾申請書
　　年　　月　　日

別紙様式第３－１

 

 

 

 

 

 

　

質権・譲渡担保設定者（被保険者） 代表質権者・譲渡担保権者
住所 　　 住所 　　
氏名     　　　     　　　　　　　　　　　　印

 注：代表質権者・譲渡担保権者以外の質権者・譲渡担保権者は添付資料中に記載して下さい。

条件

独立行政法人日本貿易保険

承諾しません。

申請のとおり承諾します。
上記の貿易一般保険質権等設定承諾申請は、 次の条件を付して承諾します。

承　諾　証

　　年　　月　　日

 （連絡先）
備 考
質 権 等 設 定 の 内 容別添資料のとおり。
質 権 等 の 目 的 保険の目的　・　保険金請求権
質 権 ・ 譲 渡 担 保 権 の 別 質権　・　譲渡担保権
保 険 契 約 締 結 日 年　　　月　　　日

記

保 険 証 券 番 号

氏名　　　　　  　　　　　　　 　　　　　　　印

   貿易一般保険包括保険（機械設備・鉄道車両・船舶：特定２年未満案件）手続細則第９条第１項の規定に

独立行政法人日本貿易保険　御中

貿易一般保険質権等設定承諾申請書
　　年　　月　　日

別紙様式第３－１
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申請者

住所 　

１．保険金請求期間内に請求できない理由

２．必要となる猶予期間（見込）

３．エビデンスの確保状況
　　（別添として、エビデンス等を添付して下さい。）

４．損失防止軽減義務の履行状況                                      

保 証 人

記

契 約 の 相 手 方

(ﾊﾞｲﾔｰｺｰﾄﾞ:        　　　　　　　　　         )

被 保 険 者住所：　

（申請者と異なる場合に記入） 氏名：　

損失発生（危険発生）通知日

　

決 済 期 限

　（船積前の場合は事故確定日）

保 険 事 故 該 当 金 額

支 払 人

(ﾊﾞｲﾔｰｺｰﾄﾞ:        　　　　　　　　　         )

保証国

(国ｺｰﾄﾞ:   　　　　　　  )

備 考

(連絡先)

　

(国ｺｰﾄﾞ:   　　　　　　  )(ﾊﾞｲﾔｰｺｰﾄﾞ:        　　　　　　　　　         )

年　　　月　　　日

別紙様式第９

貿易一般保険における保険金請求期間の猶予期間設定申請書

独立行政法人日本貿易保険　御中

　　年　　月　　日

仕向国

(国ｺｰﾄﾞ:   　　　　　　  )

支払国

保 険 契 約 締 結 日 年　　　月　　　日

保 険 証 券 番 号

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　貿易一般保険包括保険（機械設備・鉄道車両・船舶：特定２年未満案件）手続細則第16条第１項の規定に基
づき、下記のとおり申請します。

　

申請者

住所 　　

１．保険金請求期間内に請求できない理由

２．必要となる猶予期間（見込）

３．エビデンスの確保状況

　　（別添として、エビデンス等を添付して下さい。）

４．損失防止軽減義務の履行状況                                      

上記の貿易一般保険における保険金請求期間の猶予 申請のとおり承認します。
期間設定申請は、 次の条件を付して承認します。

承認しません。

条件

独立行政法人日本貿易保険

　　年　　月　　日

(ﾊﾞｲﾔｰｺｰﾄﾞ:        　　　　　　　　　         ) (国ｺｰﾄﾞ:   　　　　　　  )

保 険 事 故 該 当 金 額

(連絡先)

（ 申 請 者 と 異 な る 場 合 に記入 ）

　

承認証

氏名：　

支払国

(国ｺｰﾄﾞ:   　　　　　　  )

仕向国

支 払 人

記

契 約 の 相 手 方

(ﾊﾞｲﾔｰｺｰﾄﾞ:        　　　　　　　　　         )

保 険 契 約 締 結 日 年　　　月　　　日

被 保 険 者住所：　

　　年　　月　　日

独立行政法人日本貿易保険　御中

保 証 人

(国ｺｰﾄﾞ:   　　　　　　  )

保証国

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　貿易一般保険包括保険（機械設備・鉄道車両・船舶：特定２年未満案件）手続細則第16条第１項の規定に基づき、下
記のとおり申請します。

保 険 証 券 番 号

貿易一般保険における保険金請求期間の猶予期間設定申請書

別紙様式第９

備 考

損失発生（危険発生）通知日

　

　

年　　　月　　　日

決 済 期 限

（船積前の場合は事故確定日）

(ﾊﾞｲﾔｰｺｰﾄﾞ:        　　　　　　　　　         )

 


